
 

 

事業所における節電対策 

 

2011 年 4 月 11 日  

東大グリーン ICT プロジェクト(http://www.gutp.jp/) 

(東京大学 情報理工学系研究科 教授 / WIDE プロジェクト代表 江崎浩) 

 

[本節電対策の適用分野]  

  基本的に、IT/ICT 技術を用いた、「事業所」および「研究・教育機関」をターゲットとしており、特に、IT/ICT
機器の電力負荷が大きな組織に対して有効性が大きい節電施策を提示している。 一方、空調および照明の管

理・制御と、電力消費量のリアルタイムモニタリングと見える化は、基本的には、全産業分野に適用可能な節

電施策となる。 事業所の規模としては、中小企業規模の事業所から、大企業の事業所まで、適用可能である。 
全電力使用量の約 3 割弱を占めるとされている家庭(注 1 によれば、2008 年度で 26%と報告されている)は、

本節電対策を適用可能な主な領域ではなく、全体の約 4 割を占める事業所をターゲットとしている。  

オフィスにおける電力使用量の割合は、空調 28%、照明 40%、コンセント 32%とされており(注 2)、照明、

コンセント、空調の順に節電を考えるのが効率的である。 一方、IT/ICT 機器の電力負荷が大きな IT/ICT 関

連企業や、教育・研究組織においては、コンセントに接続された IT/ICT 機器(PC やサーバ)の電力消費量が大

きくなっており、本節電対策で提示している IT/ICT 機器の節電対策は、都内の中小企業の事例にもあるよう

に、大きな効果が期待される。 

 

注1 http://www.metro.tokyo.jp/INET/CHOUSA/2010/07/60k7f200.htm 

注2 http://www.eccj.or.jp/office_bldg/01.html 

 

 

 

[短期策] 

 (1) 電力使用量の オンライン・リアルタイム見える化・表示  

     通常では、10% 程度の節電効果が期待される。 

(a) 神奈川県 横浜市 金沢産業団地の例では 最大で 30%～45%の削減(操業率との関係を調査中)。 な
お、大震災以前では、約 15%の電力使用量削減が実現されていた(解析結果は、26%-40%の削減の

可能性があることを示していた)。 

(b) 中島工機の事例(平成 17 年度 資源エネルギー庁長官賞受賞)では、約 60%の電力使用量削減を実

現している。 

http://www.eccj.or.jp/member/member_area/energy_technology/succase/05/c/kan30.html  

(c) 静岡大学： 電力 805 カ所をオンライン・リアルタイムモニタリング(節電効果は未計測) 

(d) ユビテック社(IT 系 中小企業, http://www.ubiteq.co.jp/)では、IEEE1888 を用いた、照明・空調

制御、電力使用量のリアルタイムモニタリング・見える化、さらに、計算機仮想化を実施するこ

とにより 46% の節電に成功した。  

 



 

 

【東京大での施策】  

1． 本郷キャンパス全体の電力使用量のオンライン・リアルタイムモニタリングと、その見える化

表示。 Twitter などでの使用量通知も準備中。 

2． 本郷キャンパス内にある、各建屋・各棟 ごとの、電力使用量のオンライン・リアルタイムモ

ニタリングと、その見える化表示。 

3． 工学部 2 号館での館内設備の詳細オンライン・リアルタイムモニタリングと、その見える化表

示。 空調、照明の制御の実施可能性を検討中(制御可能なインフラにしている)。  

 

 (2) 高効率照明への取り換え 

(a) LED 照明化 

        通常照明だと 80%程度、Hf 管など高性能蛍光灯だと 25%程度 

        大塚商会 飯田橋本社ビルでの事例： 37.6%削減(照明のみ、多くの高性能照明からさらに削減) 

        サンワサプライ 倉庫の事例： 25.6%削減 (合計の電気代)   

【注意】結果的に、部屋全体としては 照度が下がってしまうのが、一般的であるので、注意が必要。 

    (b) 東京大学 TSCP 室では、古い蛍光灯を Hf 管などへの取り換えを行った。 

 

 (3) ガス空調 の利用  

     ガス空調は、通常、電気空調の 1/10 程度の電力使用量。  

発電機能を持つガス空調も存在しており、電力使用量は非常に小さい(電気空調の 1/100 程度とされて

いる)。  

    【注意】 部屋の使用目的ごとに、空調の仕様が異なるので、詳細の確認が必要。  

 

 (4) 100V 電源タップでの 電力使用量モニタリング  

さまざまの仕様の製品が存在する。 特に、オンラインでリアルタイムモニタリングを行うことができ

るものが、必要。 高価になるが、ON/OFF が可能な製品も既に存在する。 

(*) 東大グリーン ICT プロジェクトでは、無線型の一般電力量のモニタリングシステムを、見える化

目的で導入している。 電力使用量の多い機器、あるいは、消し忘れの多い機器などに使用することが

考えられる。 

(*) 例えば、UWmeter, http://www.metaprotocol.com/UWmeter/UWmeter_TOP.html の稼働実績が、

東大グリーン ICT プロジェクトではある。 

 

 (5) パソコンの 動作モードの管理・制御  

     三菱商事の事例では、22%の節電効果があった。 

米国 Stanford 大学(http://pangea.stanford.edu/computing/resources/powermgt/)では、米国 BigFix
社(現在 IBM 社)25,000 のパソコンへの導入・稼働実績がある。 

(*)ただし、今回、短期の対策時期においては、節電モードの設定が、徹底してマニュアルベースで、

各個人によって行われる可能性がある。 



 

 

 

 (6) サーバの仮想化・集約化 

計算機の仮想化を行い、集合運用することで、節電効果を産む。 複数の計算機(特に常時電源を投入

しておく必要があるサーバ)を、仮想化して、物理的に 1 つの計算機上で動作させる。  

HP 社の資料によれば、計算機のみで、47%の節電を実現可能としている。 

大塚商会の評価事例では、サーバのみで、114 式のサーバを 1 台に集約化し 86%の節電が可能とし

ている。 実例としては、大塚商会 トータル情報システム室で、75 台のサーバを 5 台に集約して、

70%の節電に成功しているとしている(サーバの消費電力のみ)。 

【注意】両データとも、サーバの電力消費量削減に伴う、空調負荷の削減量は、評価していない。 

商用のデータセンタと仮想化を利用した事例としては、NTT グループから、約 40%の電力使用

量削減というデータも出されている。 

参考として、現在の 東京大 本郷キャンパス 工学部 2 号館内の サーバ室における PUE 値は 
約 1.4 となっている(実測値)。   

商用のデータセンタは、PUE = 1.5-3.0 程度となっている。  

貢献度と低く見積もっても、サーバの省エネの 半分の効果が 空調の電力使用量削減に期待でき

そう。  

 大学での実例での実データに関しては、東京大 電気系サーバにて、現在、鋭意準備中。 
4 月中旬に初期システムが稼働開始の予定。  

(*) IT 機器は、社会の総計で、約 7-8%程度の電力消費量とされる(データセンタが 1%程度)。 
PUE=1.5 とすると、約 10-12%程度が、サーバ・PC による電力消費量となる。 東京大におけ

る比率が、一般社会の平均値だとすると、上記の施策によって、約 8%の節電効果が期待できる。 
仮に、東大における サーバ・PC の電力消費率の比率が 15%とすると、サーバ・PC による電

力消費量は空調負荷を加算すると、22.5% となる。 ノート PC 化で、1/5 の消費量になるとす

れば、約 17.5% 程度の節電効果が期待される。   

 

 

  (7) サーバの移設 

     (a) ガス空調室の利用 : 空調負荷の削減(90%削減？)  

    【注意】 部屋の使用目的ごとに、空調の仕様が異なるので、詳細の確認が必要。 

     (b) データセンターへの移設(学内 及 商用データセンタ)  

    ホスティング： 15%削減(NTT のデータ) 

        仮想化： 40%削減(NTT のデータ)   

     (c) 60Hz 帯への移設・移動 ： WIDE プロジェクトの事例  

WIDE プロジェクト(www.wide.ad.jp,  ファウンダ 慶應義塾大 村井純教授、代表 東京大 江崎

浩)では、関東の 4 拠点(慶應義塾 湘南藤沢キャンパス・日吉キャンパス、東京大学 本郷キャン

パス、大手町データセンタ) と関西の 2 拠点(奈良先端科学技術大学院大学、北陸先端科学技術大

学院大学)を主拠点にして、広域でのクラウド環境を構築・運用している(現在稼働中)。 各大学に

おける 法定定期停電時に、インターネットを利用した各種のサービスを停止させないために、サ

ーバの仮想化とマイグレーション(仮想マシンの他学キャンパス内物理サーバへの移動)を行って



 

 

いた。 今回の震災に伴い、慶應義塾湘南藤沢キャンパスおよび日吉キャンパスは、計画輪番停電

の対象となったため、サーバの仮想化とマイグレーションによる対応を実施している。現在、最

低限のサービス機能の移動が可能となり、さらに、高機能なサービスへの対応を加速させている。   

 

     【注意】(b)および(c)に関しては、停電対策にも資する。 

 

  (8) デスクトップパソコン 及び サーバの ノート PC 化  (資料提供 東京大学 情報理工 平木敬 教授) 

3 年前のデスクトップサーバ・パソコンを、最新のノート PC に移設することで、約 1/5 の電力消費

量となる(アイドル時、稼働時の両方において)。 

(*) 合わせて、電力使用量に関して、高効率ノート PC を利用するということもある。また、本施策

は、UPS(無停電用バッテリー設備)や自家発電設備を持つことなく、停電対策の効果を持つ。 米
国 Google 社では、ノート PC のバッテリをサーバに接続して、短時間の停電対策としていること

が広く知られている。 

(*) 本郷キャンパス内に 2,000 台のサーバがあるとして、250W の電力消費量とすると、500kW の

電力消費量。 これを、ノート PC 化することで、1/5(3 年前のサーバ・PC)でも 100kW で、400kW
の節電効果が期待される。  

(*) IT 機器は、社会の総計で、約 7-8%程度の電力消費量とされる(データセンタが 1%程度)。 
PUE=1.5 とすると、約 10-12%程度が、サーバ・PC による電力消費量となる。 東京大における

比率が、一般社会の平均値だとすると、上記の施策によって、約 8%の節電効果が期待できる。 仮
に、東大における サーバ・PC の電力消費率の比率が 15%とすると、サーバ・PC による電力消

費量は空調負荷を加算すると、22.5% となる。 ノート PC 化で、1/5 の消費量になるとすれば、

約 17.5% 程度の節電効果が期待される。   

 

  (9) サーバルーム内の工夫  

      (a) エアフローの調整(仮想化不要)： 15% 節電(東大グリーン ICT プロジェクトでの実証実験値) 

      (b) サーバの配置換え ： このデータどなたか持っておられれば。 

    Hot Isle と Cold Isle になるように、ビニール幕の利用など。 

      (c) 配線の整理(サーバ空冷効率の向上) 

     

 

[中長期]  

(1)  東京大学 本郷キャンパス工学部 2 号館のような、オンラインでリアルタイムモニタリングシステム

の導入  

   (a) 詳細の見える化 と 表示 

        (b) 制御(エアコン、照明、サーバ)  

(2) ガス発電設備  

 (*) 新日鉄エンジニアリング(株) からの情報 

     (工期 2 年、広さ 20m×36m 、20 億円弱で、15,000kW 程度の能力)  



 

 

(3)  パソコンの 動作モードの管理・制御  

       中長期的には、自動での管理・制御が必要になるために導入することが望ましい。  

(4)  照明の効率化  

暗くするのではなく、適切なところを適切な明るさにすることを目指すべき。  

【注意】我が国の「オフィス」における照明の照度は、国際標準レベルに比べて、 

約 1.5 倍明るいとされている。 教室は、同じレベル。  

http://www.env.go.jp/council/06earth/y0611-13/mat03-3.pdf 

 

 

以上 

 

 



 

 

[参考資料]  

  東京大学 本郷キャンパス 工学部 2 号館の電力使用量実績からの状況分析 

 

(1) 2010 年度 電力使用量の実績 

一般動力(空調・換気扇・エレベータ等) ： 42% 

実験電灯(実験装置、PC、サーバ等)  ： 30% 

一般電灯(照明、PC、事務機器等) ： 22％ 

実験動力(200V 電源等)  ：  6%  

 

 

(2)  2010 年度の 電力使用量が最大となった時間は、2010 年 7 月 21 日 15:00 で、1,161 kWh であった。 こ
7 月 21 日で、25%の電力使用量削減を実現するためには、午前 9:00 から 午後 9:00 までの 12 時間、電

力使用量の削減を行う必要がある(平均削減率は 17%)。   

さらに、25%の電力削減目標を設定した場合に、その対象となる日は、年間で合計 97 日となった。 

5 月：  5 日間 

     6 月： 22 日間 

  7 月： 22 日間 

  8 月： 21 日間 

  9 月： 11 日間 

   10 月：  5 日間 

  1 月： 10 日間 

   2 月：  1 日間 



 

 

 

 

 

 

 


